
■丸亀市行政改革推進委員会委員からの質問等に対する回答(第5回)

番号 質問等の内容（委員名） 回　　　　　答 回答部課

1

競艇のﾅｲﾀｰ設備や競艇場の建物等の改築工事
は、40数年経過した建築・設備では客数・売上は
ますます低迷すると思われ、今、建物・設備の改修
を思い切ってすることは、正しい判断だと思う。ま
た、これからの施設のあり方として、ﾎﾞｰﾄﾌｧﾝだけ
でなく家族連れ、一般の方、観光客向けに、瀬戸
内の魚が見られる水族館、ﾐﾆ自然動物園、ﾐﾆ遊園
地、木作りのうちわ展示館なども併用し、誰もが楽
しめるいやしの場所として開設すべきであると思
う。一方、場外船券売場についても、国道32号線
沿いの綾川町の大型ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ等の人が集ま
る所へ、採算の合うかたちで出展し、事業展開を
図るべきと思う。
いずれにしても、競艇事業は、これまでにも本市の
財政をはじめ、まちづくりに貢献してきた経緯があ
るが、ﾎﾞｰﾄ施設の開設年及び運営の経緯、これま
での市及び近隣市町への財源繰入額、貢献度等
をお示しいただきたい。（馬場委員）

丸亀競艇場は、昭和27年10月31日に全国で6番
目の競艇場として初開催し、今年(平成21年)で57
年目になります。
これまで、昭和38年の特別観覧席新設のほか、昭
和44年3月に前面総ｶﾞﾗｽ張りのｽﾀﾝﾄﾞ完成、平成
9年1月に大型映像装置｢ｽﾏｲﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ｣の設置等、
施設の増改築や設備の設置改修等を実施してま
いりました。
また、専用場外発売場についても、昭和61年8
月、業界初となる｢ﾎﾞｰﾄﾋﾟｱまるがめ｣を開設すると
ともに、平成5年1月には、愛媛県今治市(旧越智
郡朝倉村)に、全国で4番目、市では2番目となる｢
ﾎﾞｰﾄﾋﾟｱ朝倉」を開設しました。
丸亀競艇は開設以来、その収益をまちづくりの財
源として繰り出し、ﾋﾟｰｸ時の平成元年から9年にか
けては、毎年40～50億円を繰り出すなど、これま
で一般会計に繰り出した総額は、実に、1,168億
円に上ります。また、将来の施設改善に向けた資
金として、｢競艇事業基金」も約86億円積み立てて
います。一方、周辺市町への貢献としては、三豊
市・琴平町・宇多津町・まんのう町で構成する「中
部広域競艇事業組合」へこれまでに88億1千万円
(平成19年度末現在)を配分しています。
今後も、市の財政のみならず、雇用の確保や地域
経済の活性化にも寄与するなど、継続して市政に
貢献できる経営基盤を確立するため、ﾅｲﾀｰﾚｰｽ
の実施による収益増を図り、既存の遊園地も含め
老朽化した施設改善に取り組んでまいります。

競艇事業部
経営課

2

図書館については、子ども達から高齢者までの教
育、文化を担う大切な施設であるし、利用する市民
もたいへん多いので、施設の管理委託はやむを得
ないが、業務はまちづくりの理念にあるように、市
が運営しなければならない。特に専門知識を必要
とする職場であるので、臨時職員に対しても、勤務
条件に関する規定の第4条第3項を緩和して、例え
ば臨時職員に関しても採点評価ｼｽﾃﾑを設けて、
やる気のある優秀な臨時職員に関しては、再度、
雇用をすべきである。

また、飯山図書館においては、駐車場も広く、土
曜、日曜も開館しているので、市民ｻｰﾋﾞｽとして、
市民課・生活課・税務課等の窓口を設けるべきで
ある。（馬場委員）

本市の臨時職員の雇用については、基本的に有
資格者におきましても、3年の制限を設けておりま
す。しかしながら、3年後に他の人材確保ができな
い場合は、3年を超える場合があります。
具体的に申しますと、保育所・幼稚園等は、臨時
職員の人数及び比率が高いため、確保が難しい
実態があります。

窓口開庁については、第3回丸亀市行政改革推
進委員会でもお答えしたとおり、現在、住民異動
の多い年度末年度はじめの土日開庁を実施して
います。今年度も、4回目となる日曜開庁を実施(3
月22日・3月29日・4月5日）していますが、一部の
課では利用者が減ってきている状況もあります。
今後、こういった動向を見極めながら、幅広く実施
するかどうかの方向性を見定めていきたいと考え
ています。

総務部
職員課

企画財政部
企画課

1
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3

学校給食費については、学校給食法で義務教育
を受けている児童は、材料費の負担、運営、管理
費については、市が負担することになっています
が、給食担当職員、先生は全額負担でお願いしま
す。そうしますと、もっと質の良いもの、給食費を値
上げしなくてもやっていけるのではないですか。前
回の会で質問をさせていただいたのですが、納得
がいきませんので、再度の質問をさせていただきま
す。調理業務を行う職員の資質向上に努めるの
は、自治基本条例第11条で職員の責務ということ
で当たり前のことであり、給食ｾﾝﾀｰ設置条例施行
規則に義務教育を受けている児童と同じく材料費
だけで良いと明示されているのか。一般職員は食
費を全額負担しているのに、平等性の原則に問題
があると思います。学校給食費等検討委員会で職
員、先生の給食費について審議した経緯があるの
ですか？
児童の親で給食費の滞納者にはどのように対応し
ているのですか？もしあるとすれば、別の取立て専
門機関を設けるべきです。（馬場委員）

調理業務を行う職員や教職員についても、一般
職員と同様に給食費を負担しています。
給食費は、あくまで食材費として、食材を調達する
ため市とは別に設置されている任意団体の学校
給食会に納めるものです。それ以外の管理運営
費部分は、学校給食法にも定められているとお
り、基本的に市が予算措置することになります。給
食費の値上げは、その食材費の物価高騰などに
より行うもので、給食の質や安全安心の確保のた
め、必要な措置としてやむを得ず新年度より実施
させていただくものです。
そのため、学校給食費等検討委員会では、保護
者が負担する費用は学校給食法に基づき管理運
営費以外の食材費とされていることから、職員等
の負担額は議論していません。
なお、職員等の管理運営費部分の負担額につい
ては、上記のことから、職務執行上必要な経費と
して事務費と同様に市が予算計上し支出していま
す。
滞納給食費徴収の取立て専門部署の設置につ
いては、学校給食費の性格が市の公金ではない
ことから、組織の設置は考えていません。

教育部
学校給食ｾﾝ
ﾀｰ

4

平成18年度の職員の平均給料の手当が、54％を
占めていたが、行政改革により、平成20年度は
何％になっているのか？お知らせいただきたい。
（馬場委員）

ご質問の54%の数値は、以前馬場委員からご質問
のありました、平成17年度の一般会計予算の給料
総額(4,395,385千円)に占める退職手当を除いた
職員手当の総額(2,392,320千円)であろうと思われ
ます。その数値を平成20年度一般会計予算の数
値に置き換えますと、給料(3,880,256千円)、手当
(2,224,693千円)であり、率は57%であります。
率の増加は、給与構造改革の導入等、分母であ
る給料の抑制も要因と考えられますので、一概
に、給料に占める手当の率を行革の効果の尺度
として測ることは、困難な場合も考えられます。行
革の効果としましては、退職者不補充や手当の見
直し等により、上記の17年度と20年度の額を単純
に比較しますと、約6億8千万円のとなっていること
でご理解いただけたらと思います。手当につきま
しては、基本的には国家公務員の一般職の職員
の給与に関する法律や香川県職員の給与に関す
る条例に準じているものであります。

総務部
職員課
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5

ｱﾒﾘｶ発の金融危機により消費が落ち込んでいる
が、景気対策として、国は「地域活性化、生活対策
臨時交付金」制度を設けている。全国の多くの自
治体でその資金を活用し、広く住民の生活が助か
り、消費が高まって地域の活性化につながればと
いうことで、プレミア付商品券を行政主導で発行し
ている事例なども見受けられるが、市の考えをお
聞かせいただきたい。

また、この交付金を「離島航路補助金」に活用した
経緯や、その考え方、加えて決定した機関をお知
らせいただきたい。（馬場委員）

行政主導でのプレミア付商品券の発行について
は、利用可能地域が限定されることから、地域の
活性化につながると思いますが、実施に当たって
は商工会議所・商工会等関係機関との調整が必
要であると考えます。

地域活性化・生活対策臨時交付金は、地方交付
税の地方再生対策費の算定を基本に、離島や過
疎などに配慮した積算方法により約3億円が配分
されています。この交付金は、「地方公共団体が
生活対策に取り組み、地域の活性化を実現する
ために必要な経費」に対して交付されるもので、
本市では、市民の暮らしを確保する事業のうち、
特に生活交通手段として市民が毎日の足として利
用する離島航路やｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの維持経費に対し
て交付しました。この離島航路の補助について
は、昨今の原油高騰以来、厳しい経営状況が続
き、また老朽化した船舶の更新経費なども大きく
経営を圧迫している状況であり、経営を維持する
観点から交付しました。決定機関については、3月
議会にて提案し議決を得たものであります。

都市経済部
商工観光課

企画財政部
財政課

6
日本政府が発行する定額給付金は、いつごろ、ど
のようにして市民に配布するのか？(馬場委員)

定額給付金については、3月末に各ご家庭に郵
送で申請書をお送りする予定にしています。
配布は、基本的に「口座振込」を考えており、時期
としては4月上旬から郵送での申請を受け付け、
必要な手続きを経て早い方には4月中旬以降に
振込みできればと考えています。
また、4月中旬からは市役所での窓口も開設し、
「窓口受付」を行う予定にしておりますし、口座を
お持ちでない方への対応として、5月のゴールデ
ンウィーク以降には「現金特別窓口」も開設したい
と考えています。

企画財政部
企画課

7

土曜日や日曜日の閉庁日に、例えば市民会館な
どで行事がある場合など、市役所の構内駐車場を
一般開放してはと思うが、市の考え方はいかが
か？（馬場委員）

市役所の構内駐車場については、市役所来庁者
のための駐車場ということで、原則として、平日夜
間、休日については閉鎖していますが、現在で
も、申請により、日曜市や市役所周辺でｲﾍﾞﾝﾄが
開催される際などに、ｽﾀｯﾌ用の駐車場として一時
的に使用を許可しています。
しかし、一般開放した場合は、庁舎管理上の安全
性の確保や災害等緊急時の対応等に不安を残
すことになります。現状としては、近隣に大手町第
2駐車場等の駐車場があり、十分に駐車ｽﾍﾟｰｽが
確保されておりますので、まずは近隣の駐車場を
利用していただきたいと考えています。

総務部
庶務課

3
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8

丸亀市は、自治基本条例や協働推進条例が施行
されるとともに、ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝや男女共同参画社会の
推進など、行政に携わる職員や市民も意識を改革
し、向上していかなければならない。そこで、市の
職員の資質向上は、職員課の仕事だと思われる
が、具体的にどのような研修や指導がなされている
のかお知らせいただきたい。（馬場委員）

職員研修については、集中改革ﾌﾟﾗﾝ4-①の「職
員の資質向上」にも示しておりますが、主に地方
公務員を対象とした研修施設等に、毎年度、職員
課の予算から250名程度を派遣しています。内容
は、昇任時等に行う階層別研修、能力開発研修
のほか、協働推進や男女共同参画等の市の課題
解決等に向けた専門研修や、各課で年度途中に
発生した派遣研修にも対応しています。これらの
派遣研修の経費については、ほとんどが補助金
の対象であり、また、県外の研修施設は、宿泊も
可能であるため、研修後も情報交換等に役立って
います。
また、市で行う研修として、人権研修や男女共同
参画、市民との協働など、職員課だけでなく、それ
ぞれの担当課におきましても、職員に向けた研修
を行っております。
職員の資質向上は、職員課の枠にとらわれるもの
ではなく、職員それぞれが自己啓発を行うこと、ま
た、それぞれの所属における職場内研修(毎日の
業務の中で部下を育てること)が重要であると考え
ています。

総務部
職員課

9

市が道路などの事業実施に当たり、用地を土地開
発公社が先行取得する事例があるようであるが、そ
の公社が所有している土地をお知らせいただきた
い。
また、昨年度、土地開発公社所有の駅西側の競
艇用地を6億円で市が買い取ったようであるが、そ
の経緯をご説明いただきたい。（馬場委員）

円滑な公共用地の取得を目的として、市などの依
頼により、公社が先行取得するものです。平成20
年度末の公社での保有地は、43,591㎡、29億
7,654万円となっております。
駅西側の用地については、平成3年度に個人所
有者より約6億円で購入後、公社所有で、競艇事
業及び美術館のﾊﾞｽ駐車場として利用してきまし
た。しかし、取得目的に沿って供用されている土
地を公社が長期に渡り所有することは適切でない
ことから、競艇事業が地方公営企業法の財務規
定を適用するのを機に、公社より買い戻し、その
後、競艇事業部に所管換えをいたしました。

企画財政部
財政課

10

｢議員定数の削減」の項目で、議員共済負担金が
基準値で2億3,904万円計上されているが、どの様
な内容のものか？また、議員に一部負担を求めら
れないのかご説明いただきたい。(馬場委員）

平成17年度基準値の2億3,904万円の内訳は、市
議会議員の報酬1億7,605万円、期末手当4,284
万3千円、市負担の議員共済負担金2,014万9千
円です。
議員共済制度は｢地方公務員等共済組合法」で
定められた地方議会議員の年金制度で、議員全
員の加入が義務付けられています。また、この法
律に定めるところにより、市は議員本人の負担金
(掛金)とは別に、次の式で計算した額を共済会に
支払わなければなりません。
市が負担する議員共済負担金の計算式は、
｢標準報酬月額(46万円)×市の負担率×議員定
数(34人)×12月+共済組合負担金(1万3千円×4
月の議員定数)」です。なお、市の負担率は、平成
17年度が10.5%でしたが、平成21年度は16.5%で
す。
また、議員本人の負担額は、｢標準報酬月額×掛
率×月数｣で計算します。掛率は、平成17年度が
13%、平成21年度が16%です。

議会事務局

4
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11

市の管理職、議員について、一部に自治基本条
例が十分に把握されていない人がおいでるように
思われるが、市としては、どのように考えているの
か？(馬場委員）

自治基本条例は、市政に関する基本的なルール
を定めたものでありますことから、冊子の作成や庁
内ＬＡＮへの掲載により、管理職はもちろんのこと
一般職員にも周知徹底を図っています。また、議
員をはじめ広く市民の皆様にもその内容を知って
いただくため、広報への特集記事やホームページ
への掲載はもちろんのこと、自治基本条例を解説
した「まちづくりガイド」を作成し、全戸配布してい
るところです。
本市としては、今後とも、自治基本条例の周知徹
底を図り、当該条例に基づくまちづくりを進めてま
いります。

企画財政部
企画課

12

過疎地域に住む高齢者が病院や買い物などに行
くとき、出かける足がなく困っているのが現状であ
る。そういう社会的弱者に対応するため、最少の経
費で最大の効果をあげる方法として、例えばﾃﾞﾏﾝ
ﾄﾞ型乗り合いﾀｸｼｰや乗り合いﾊﾞｽの方法を提案す
る。そのため、市は早急にそれらを検討する委員
会を立ち上げるべきであると考える。（馬場委員）

平成21年3月12日に、市内の公共交通機関や関係
団体、行政機関などの関係者で組織する「丸亀市地
域公共交通活性化協議会」を立ち上げ、その中で
交通空白地域解消のため、ご提案のﾃﾞﾏﾝﾄﾞ型乗り
合いﾊﾞｽなども含め交通対策を検討していく予定で
す。

生活環境部
生活課

13

うちわの港ﾐｭｰｼﾞｱﾑは、施設は本来ﾊﾟﾁﾝｺ会館と
して建設したものであり、その後ﾚｽﾄﾗﾝとして利用
後、現在のうちわの展示館になったものであり、日
本の伝統文化に似つかわない鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造りの
建物である。また、広い駐車場もほとんど使われて
おらず無駄である。例えば、現在団塊の世代で定
年退職者が著しく増え、登録希望者の多い、また
多岐にわたり、需要も多いｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰの事
務所等に委託するべきである。現在の事務所はも
との市役所であり、築後80年以上経った建物に追
いやっているのは、問題があると思います。丸亀が
全国に誇れるうちわ会館は、全国の観光客も見学
に来られるような広い駐車場もあるﾎﾞｰﾄ場の駐車
場の一角を利用して木造の建物を建てるべきであ
る。（馬場委員）

うちわの港ﾐｭｰｼﾞｱﾑは、国の伝統的工芸品である
「丸亀うちわ」の歴史を伝え、うちわの製作工程の
披露や体験、販売などを行っています。
この建物は、丸亀駅や浜街道から近く交通ｱｸｾｽ
が良く、観光誘導の地の利を活かしたうちわの展
示館として最適と考えています。
指定管理者については、公募で行っており、現
在、地場産業である丸亀うちわの専門性などの観
点から「香川県うちわ協同組合連合会」が行って
おります。
なお、うちわの港ﾐｭｰｼﾞｱﾑは、開館以来約30万人
の来館者数を数え、伝統工芸品「丸亀うちわ」の
観光ＰＲに貢献しています。

都市経済部
商工観光課
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